
個人情報取扱特記事項
「大阪市と公益社団法人全日本不動産協会大阪府本部との連携による空家等対策の推進にかかる協定書」（以下「協定書」という。）第６条第２項に規定する「個人情報取扱特記事項」について次のように定める。

（条例の遵守）

第１条　大阪市（以下「甲」という。）と公益社団法人全日本不動産協会大阪府本部（以下「乙」という。）は、本協定に定める業務の履行に際しては、市民の個人情報保護の重要性に鑑み、大阪市個人情報保護条例（平成７年大阪市条例11号）（以下「条例」という。）の趣旨を踏まえ、条例各条項の規定を遵守し、条例第２条第２号に規定する個人情報（以下「個人情報」という。）の漏えい、滅失、き損及び改ざん等の防止その他個人情報の保護に必要な体制の整備及び措置を講じなければならない。
２　乙は、その会員である不動産事業者（以下「所属会員」という。）に対して、前項の義務を遵守させるために必要な措置を講じるとともに、本特記事項に定める各条項の規定を遵守させなければならない。
（個人情報の漏えい等の防止）
第２条　乙は、甲から提供された個人情報及び相談等により収集した個人情報（以下「保有個人情報」という。）の漏えい、滅失、き損及び改ざん等をしてはならない。

（目的外使用の禁止）

第３条　乙は、保有個人情報を当該業務の履行の目的以外に利用してはならない。

（第三者への提供の禁止）

第４条　乙は、保有個人情報を第三者へ提供してはならない。ただし、甲の承諾を得たときは、この限りではない。
（個人情報の適正な保管）
第５条　乙は、保有個人情報については、施錠できる保管庫又は施錠及び入退室管理の可能な保管室に格納する等適正に保管しなければならない。

（複写及び複製の禁止）

第６条　乙は、当該業務を履行するため乙が選定した所属会員に対し当該物件の所有者の保有個人情報を提供する場合を除き、保有個人情報を複写及び複製してはならない。ただし、甲の承諾を得たときは、この限りではない。
（報告義務）

第７条　乙は、保有個人情報（所属会員に提供したものも含む。）の漏えい、滅失、き損及び改ざん等の事故が発生したとき又は発生する恐れのあるときは、その事故の帰責の如何に関わらず、直ちにその旨を甲に報告し、甲の指示に従わなければならない。
（個人情報等の保護状況に関する検査の実施）

第８条　甲は、必要があると認めるときは、乙の保有個人情報の保護状況について立入検査を実施することができる。
２　乙は、甲の立入検査の実施に協力しなければならない。
３　第１項の立入検査の結果、乙の保有個人情報の保護状況が適切でないと認められる場合、甲は乙に対し、その改善を求めるとともに、乙が保有個人情報を適切に保護していると認められるまで、業務を中止させることができる。
（個人情報の消去又は廃棄）

第９条　乙は、甲から保有個人情報の消去又は廃棄を求められたとき、協定書第14条第１項に規定する解除がなされたとき、協定が終了したときその他保有個人情報を保持し続ける正当な事由が消滅したときは、当該保有個人情報を直ちに消去及び廃棄しなければならない。
２　乙は、前項に規定する場合、所属会員に対して保有している個人情報を消去及び廃棄させなければならない。
（勧告及び公表）
第10条　甲は、乙が条例第15条の規定に違反していると認めるときは、行為の是正その他必要な措置を講ずるべき旨を勧告することができる。
２　甲は、乙が前項に規定する勧告に従わないときは、条例第16条第２項に定める事実の公表を行うために必要な措置をとることができる。
３　甲は、前２項に定めるもののほか、業務に関し保有個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該事故に関する情報を公表することができる。

